
令和 4 年度名古屋市教育委員会第18 号議案 

 

 

名古屋市いじめ防止基本方針の改定について 

 

 

 本市におけるいじめ防止のための対策を総合的かつ効果的に推進するための

方針として、平成26 年 9 月に「名古屋市いじめ防止基本方針」を策定しました。 

 

 本改定においては、令和 3 年 7 月30 日付名古屋市いじめ問題再調査委員会の

提言、令和 4 年 7 月26 日付名古屋市いじめ対策検討会議の提言及び令和 4 年12 

月に文部科学省が示した生徒指導提要の改訂等を踏まえ、所要の見直しを行う

ものです。 

 

 

 

（令和 5 年 1 月 6 日提出 指導部指導室） 
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名古屋市いじめ防止基本方針

平成２９年２月

名古屋市

現行



は じ め に

いじめは、いじめを受けた児童生徒の教育を受ける権利を著しく 侵害

し、その心身の健全な成長及び人格の形成に重大な影響を与えるのみな

らず、その生命又は身体に重大な危険を生じさせるおそれがあるもので

す。

いじめを防止するためには、市民全員が子どものいじめに関する課題

意識を共有するとともに、自己の役割を認識し、また、子どもが安心し

て豊かな社会や集団を築く推進者であることを自覚し、いじめを許さな

い風土づく りを進めていかなければなりません。

そこで、名古屋市は、いじめ防止対策推進法（ 平成２５年法律第７１

号。以下「 法」 という。） 第１２条の規定及び国のいじめ防止等のための

基本的な方針（ 以下「 国の基本方針」 という。） に基づき、いじめ防止等

のための対策を総合的かつ効果的に推進するために「 名古屋市いじめ防

止基本方針」（ 以下「 名古屋市基本方針」 という。） を策定します。

この名古屋市基本方針は、児童生徒の尊厳を保持する目的の下、「 なご

や子ども条例」 に定める理念と子どもの権利の全ての条項を尊重すると

ともに、「 名古屋市立中学生の転落死に係る検証委員会検証報告書（ 平成

26年３月27日）」及び「 名古屋市いじめ対策検討会議」の報告書の提言（ 平

成27年12月８日及び平成28年９月２日） を踏まえ、教育委員会・ 学校・

家庭・ 地域・ その他の関係者との連携の下、いじめの問題の克服に向け

て取り組み、子どもの健全育成及びいじめのない子ども社会の実現を目

指すものです。（ 平成２９年２月改訂）
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３ いじめの理解

○ いじめは、どの子どもにも、どの学校でも、起こりうるものである。とりわ

け、嫌がらせやいじわる等の｢暴力を伴わないいじめ｣は、多くの児童生徒が入

れ替わりながら被害も加害も経験する。

○ ｢暴力を伴わないいじめ｣であっても、何度も繰り返されたり多くの者から集

中的に行われたりすることで、 ｢暴力を伴ういじめ｣とともに、生命又は身体に

重大な危険を生じさせうる。

○ いじめの加害・ 被害という二者関係だけでなく 、学級や部活動等の所属集団

の構造上の問題（ 例えば無秩序性や閉塞性）、「 観衆」 としてはやし立てたり面

白がったりする存在や、周辺で暗黙の了解を与えている「 傍観者」 の存在にも

注意を払い、集団全体にいじめを許容しない雰囲気が形成されるようにする。

４ いじめの防止等に関する基本的考え方

○ 根本的ないじめの問題克服のためには、「 観衆」「 傍観者」 を含めた全ての児

童生徒を対象としたいじめの未然防止の観点が重要であり、全ての児童生徒を、

いじめに向かわせることなく 、心の通う対人関係を構築できる社会性のある大

人へと育み、いじめを生まない土壌をつくるために、関係者が一体となった継

続的な取組が必要である。

その際、いじめを防止する活動等を計画する場合は、「 なごや子ども条例」

を踏まえるとともに、個を尊重し、多様性を認め合うことや児童生徒の主体的

な参加を重視することが必要である。

○ いじめの早期発見のため、定期的なアンケート調査や教育相談を実施すると

ともに、相談機関の周知等により、児童生徒がいじめを訴えやすい体制を整え、

全教職員による情報の共有を図る。また、家庭・ 地域と連携して児童生徒を見

守ることが必要である。

○ 教職員一人ひとりが責任を自覚し、学校における組織的な対応を可能とする

ような体制を整備するとともに、子どもとの信頼関係の構築が必要である。そ

の際、多様な専門性を持った職員が多面的に関わることのできる体制作りに努

めなければならない。また、責任者である校長は、平素より教職員に対して、

的確な児童生徒理解と、それを踏まえた状況把握及び指導、いじめを把握した

場合の対処の在り方について理解を深めさせておく ことが必要である。

○ いじめがあることが確認された場合、学校は直ちに、いじめを受けた児童生

徒やいじめを知らせてきた児童生徒の安全を確保し、いじめたとされる児童生

徒に対して事情を確認した上で適切に指導することが必要である。

○ いじめの未然防止・ 早期発見・ 対応等あらゆる場面において、「 自分たちを

見ていてほしい」 という子どもたちの声を大切にして対処することが必要であ

る。

○ 社会全体で児童生徒を見守り、健やかな成長を促すため、「 いじめ・ 問題行

動等防止対策連絡会議」 等において、家庭・ 地域との連携が必要である。

○ 警察や児童相談所等関係機関との適切な連携を図るため、平素から、学校や
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教育委員会と関係機関の担当者の窓口交換や連絡会議の開催など、情報共有体

制を構築することが大切である。とりわけ、児童虐待や重大ないじめ、自死な

どにつながる恐れのある要因を抱えた児童生徒に関しては、早期発見・ 早期対

応の上で、関係機関との連携が必要不可欠である。

第２ いじめの防止等のための本市の施策

１ 本市におけるいじめの防止等の対策のための組織

(1) なごやこどもサポート連絡協議会（ いじめ問題対策連絡協議会）

○ いじめの防止等に関する機関・ 団体との連携を図るため、「 なごやこども

サポート連絡協議会」 を設置する。

○ 構成は、校長会、教育委員会、子ども青少年局、愛知県警察本部、名古屋

法務局人権擁護部、児童相談所、愛知県臨床心理士会、愛知県弁護士会、名

古屋市医師会、ＣＡＰＮＡ、チャイルドラインあいち、その他の関係機関、

団体の委員とする。

(2) 名古屋市いじめ対策検討会議

○ 教育委員会は、「 なごやこどもサポート連絡協議会」 との連携の下に、い

じめの防止等の対策を実効的に行うために、附属機関として、「 名古屋市い

じめ対策検討会議」 を設置し、必要時に開催する。

○ この会議は、弁護士や精神科医、学識経験者、心理や福祉の専門家等の専

門的知識及び経験を有する者等で構成し、当該いじめ事案の関係者と直接の

人間関係又は特別の利害関係を有しない者（ 第三者） をもって構成し、その

公平性・ 中立性を確保する。

※ 重大事態が起きた際に「 名古屋市いじめ対策検討会議」 が行った調査につ

いての再調査は、必要に応じて市長部局で行う。

(3) いじめ・ 問題行動等防止対策連絡会議

○ いじめや不登校、問題行動等に関する情報や意見を幅広く集約し、学校・

家庭・ 地域が一体となった取組を推進する。

○ 名古屋市立中学校区110校区に、学校関係者・ 有識者・ 学区関係者・ 区

役所等関係機関・ 保護者等を構成メンバーとして設置する。

(4) なごや子ども応援委員会

○ 児童生徒の潜在化する心の問題に対して、専門的見地から積極的にアプロ

ーチし、児童生徒が抱える問題の未然防止・ 早期発見や個別の支援を行うと

ともに、学校支援の協力体制を構築する。

○ 市内１１の中学校に設置し、スクールカウンセラー、スクールソーシャル

ワーカー、スクールアドバイザー、スクールポリスを配置する。

２ 本市におけるいじめの防止等に関する施策・ 取組

(1) いじめの未然防止

○ 人権教育を基盤とした、いじめの具体的な対処に関するスキルトレーニ
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教育相談体制、生徒指導体制、校内研修などを定める。

なお、いじめの未然防止の取組を計画・ 立案する際には、「 なごや子ども条

例」 を踏まえ、児童生徒の主体的な参加を重視する。

○ 学校教育活動全体を通じて、いじめの防止に資する多様な取組が体系的・ 計

画的に行われるよう、具体的な指導内容のプログラム化を図る。

○ 校内研修等、いじめへの対応に係る教職員の資質能力向上を図る取組や、い

じめの早期発見・ いじめへの対処に関する取組方法等をあらかじめ具体的に定

め、これらに関する年間を通じた取組計画を定めるなどする。

○ より実効性の高い取組を実施するため、学校基本方針が、当該学校の実情に

即してきちんと機能しているかを点検し、必要に応じて見直す。

○ 策定した学校基本方針は、学校のホームページ上に掲載する。

２ 学校におけるいじめの防止等の対策のための組織

学校は、いじめの防止等に関する措置を実効的に行うため、複数の教職員・ 心

理、福祉等の専門的知識を有する者その他の関係者により構成される「 いじめ等

対策委員会」 を置く 。

その際、責任者である校長は、校長の役割、各教職員の役割を明確にした上で、

組織を構成・ 運営する。

＜組織の具体的な役割＞

○ 学校基本方針に基づく取組の実施や具体的な年間計画の作成・ 実行・ 検証

・ 修正の中核としての役割

○ いじめの相談・ 通報の窓口としての役割

○ いじめの疑いに関する情報や児童生徒の問題行動などに係る情報の収集と

記録、共有を行う役割

○ いじめの疑いに係る情報があった時には緊急会議を開いて、いじめの情報

の迅速な共有、関係のある児童生徒への事実関係の聴取、指導や支援の体制

・ 対応方針の決定と保護者との連携といった対応を組織的に実施するための

中核としての役割

○ 学校基本方針の策定や見直し、いじめ防止の取組が計画どおりに進んでい

るかどうかのチェック、いじめの対処がうまくいかなかったケースの検証、

必要に応じた計画の見直しなどを担う役割

教職員は、学級や部活動など、学校生活のすべての場におけるささいと思える

兆候や懸念、児童生徒からの訴えを、抱え込まずに全て当該組織に報告・ 相談す

る。加えて、当該組織に集められた情報は、個別の児童生徒ごとなどに記録し、

複数の教職員が個別に認知した情報の集約と共有化を図ることが必要である。

また、当該組織を実際に機能させるに当たっては、適切に外部専門家の助言を

得つつも機動的に運用できるよう、構成員全体の会議と日常的な関係者の会議に

役割分担しておく など、学校の実情に応じて工夫することも必要である。
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第４ 重大事態への対処

１ 学校または教育委員会による調査

(1) 重大事態の発生時の報告および調査

① 重大事態とは

一 いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大

な被害が生じた疑いがあると認めるとき。

二 いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席する

ことを余儀なく されている疑いがあると認めるとき。

（ いじめ防止対策推進法第28条）

○ 例えば、以下のようなケースが想定される。

・ 児童生徒が自殺を企図した場合 ・ 身体に重大な傷害を負った場合

・ 金品等に重大な被害を被った場合 ・ 精神性の疾患を発症した場合

○ 「 相当の期間」 とは、年間30日を目安とする。ただし、一定期間(一週

間をめど）、連続して欠席しているような場合には、教育委員会又は学校

の判断により、迅速に調査に着手することが必要である。

また、児童生徒や保護者からいじめられて重大な被害が生じたという申

立てがあったとき、その時点で学校が「 いじめの結果ではない」 あるいは

「 重大事態とは言えない」 と考えたとしても、重大事態が発生したものと

して報告・ 調査等に当たる。調査の方法や留意事項は、「 名古屋市いじめ

防止基本方針」「 いじめの重大事態に関するガイドライン」「 不登校重大事

態に係る調査の指針」 を参照する。

② 事実関係を明確にするための調査の実施

「 事実関係を明確にする」 とは、重大事態に至る要因となったいじめ行為

が、いつ（ いつ頃から）、誰から行われ、どのような態様であったか、いじ

めを生んだ背景事情や児童生徒の人間関係にどのような問題があったか、学

校・ 教職員がどのように対応したかなどの事実関係を、可能な限り網羅的に

明確にすることである。

いじめられた児童生徒からの聴き取りが可能な場合

ア 児童生徒や教職員に対する質問紙調査や聴き取り調査を行う。

イ 事実関係の確認とともに、いじめた児童生徒への指導を行う。

ウ いじめられた児童生徒に対しては、継続的なケアを行う。

いじめられた児童生徒からの聴き取りが不可能な場合（ 入院・ 死亡）

ア 当該児童生徒の保護者の要望・ 意見を十分に聴取する。

イ 迅速に当該保護者に今後の調査について協議し、調査に着手する。

※ 自殺の背景調査における留意事項

自殺の背景調査については、亡く なった児童生徒の尊厳を保持しつつ、

その死に至った経過を検証し再発防止策を構ずることを目指し、遺族の気

持ちに十分配慮しながら行う。
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いじめがその要因として疑われる場合の背景調査は、以下の事項に留意する。

○ 背景調査に当たり、児童生徒に適切な配慮を行い実施するとともに、遺

族の要望・ 意見を十分に聴取し、できる限りの配慮と説明を行う。

○ 在校生及びその保護者に対しても、できる限りの配慮と説明を行う。

○ 遺族に対して主体的に、在校生へのアンケート調査や一斉聴き取り調査

を含む詳しい調査の実施を提案する。

○ 詳しい調査を行うに当たり、遺族に説明し、合意しておく 。

○ 調査を行う組織については、当該調査の公平性・ 中立性を確保する。

○ 背景調査においては、偏りのない資料や情報を多く収集し、総合的に分

析評価を行うよう努める。

○ 事実の影響についての分析評価については、専門的知識及び経験を有す

る者の援助を求めることが必要であることに留意する。

○ 学校が調査を行う場合においては、教育委員会は、情報の提供について

必要な指導及び支援を行う。

○ 子どもの自殺は連鎖（ 後追い） の可能性があることなどを踏まえ、報道

の在り方に特別の注意が必要であり、ＷＨＯ（ 世界保健機関） による自殺

報道への提言を参考にする必要がある。

③ その他留意事項

事実関係の全貌が十分に明確にされたと判断されておらず、未だその一部

が解明されたにすぎない場合、調査資料の再分析や、必要に応じて新たな調

査を行うこととする。

また、事案の重大性を踏まえ、教育委員会においては、義務教育段階の児

童生徒に関して、出席停止措置の活用や、いじめられた児童生徒又はその保

護者が希望する場合には、就学校の指定の変更や区域外就学等の弾力的な対

応を検討することもある。

④ 重大事態の報告

学校は、重大事態が発生した場合、教育委員会を通じて市長へ、事態発生

について報告する。

(2) 調査結果の提供及び報告

① いじめを受けた児童生徒及びその保護者への適切な情報提供

教育委員会又は学校は、調査により明らかになった事実関係（ いじめ行為

がいつ、誰から行われ、どのような態様であったか、学校がどのように対応

したか）について、いじめを受けた児童生徒やその保護者に対して説明する。

これらの情報の提供に当たっては、教育委員会又は学校は、他の児童生徒

のプライバシー保護に配慮するなど、関係者の個人情報に十分配慮し、適切

に提供する。ただし、いたずらに個人情報保護を楯に説明を怠らないように

する。
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② 調査結果の報告

調査結果については市長に報告する。

２ 再調査と措置

(1) 再調査

②上記 の報告を受けた市長は、当該報告に係る重大事態への対処又は当該重

大事態と同種の事態の発生の防止のため必要があると認めるときは、調査の結

果について「 再調査」 を行う。

再調査についても、教育委員会又は学校等による調査同様、再調査の主体は、

いじめを受けた児童生徒及びその保護者に対して、情報を適切に提供する責任

があるものと認識し、適時・ 適切な方法で、調査の進捗状況等及び調査結果を

説明する。

なお、再調査を行ったとき、市長はその結果を議会に報告する。内容につい

ては、個々 の事案の内容に応じ、市において適切に設定されることとなるが、

個人のプライバシーに対しては必要な配慮を確保する。

(2) 調査の結果を踏まえた措置等

市長及び教育委員会は、再調査の結果を踏まえ、自らの権限及び責任におい

て、当該調査に係る重大事態への対処又は当該重大事態と同種の事態の発生の

防止のために、人的体制の強化等必要な措置を講ずる。市長部局においても、

必要な教育予算の確保や児童福祉や青少年健全育成の観点からの措置が考えら

れる。
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〈 重大事態の報告等の流れ〉


